
見附市児童手当事務取扱規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和６年１２月１６日 

                 見附市長  稲 田  亮 

見附市規則第２２号 

見附市児童手当事務取扱規則の一部を改正する規則 

見附市児童手当事務取扱規則（平成２４年見附市規則第３７号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第１条中「児童手当等（児童手当及び法附則第２条第１項の給付をいう。以下同

じ。）」を「児童手当」に改める。 

第２条の見出し中「管理すべき記録」を「記録・管理すべき情報」に改める。 

第３条中「「省令」」を「「規則」」に改める。 

第４条及び第５条中「省令」を「規則」に、「ないもの」を「ない」に改める。 

第６条中「省令」を「規則」に、「手当額」を「支給額」に、「しないもの」を

「しない」に改める。 

第７条中「省令」を「規則」に、「ないもの」を「ない」に改める。 

第８条中「省令」を「規則」に、「手当額」を「支給額」に、「しないもの」を

「しない」に改める。 

第９条中「省令」を「規則」に、「ないもの」を「ない」に改める。 

第１０条の見出し中「基づく」を「よる」に改め、同条中「省令」を「規則」に、

「であつても」を「においても」に改め、「含む。」の次に「以下同じ。」を加え、

「手当額」を「支給額」に、「基づいて」を「より」に、「当該手当の支給を受け

ている者（以下「受給者」という。）」を「当該一般受給者又は施設等受給者」に

改める。 

第１１条中「省令」を「規則」に、「次により処理するものとする」を「当該届

出の記載事項又は公簿等により確認した情報等により審査し、支給事由が消滅した

ものと確認した場合には、当該届出の記載事項又は公簿等により確認した情報等を

もって児童手当の認定を取り消し、様式第５号を用いて、支給事由消滅通知書を、

当該現況届の提出をした者又は当該現況届の提出を省略させた者に通知すること」

に改め、同条各号を削る。 



第１２条中「省令第４条第３項」を「、規則第４条第４項」に、「当該手当」を

「児童手当」に改める。 

第１３条第１項中「省令」を「規則」に改め、同条第２項中「省令」を「規則」

に、「であつても、公簿等（マイナンバー制度による情報連携を含む。）」を「に

おいても、受給者のうちに公簿等」に、「よつて」を「より」に改め、「消滅した

もの」の次に「がある」を加え、「基づいて当該手当」を「より児童手当」に改め、

同条第３項中「附記」を「付記」に改める。 

第１４条中「省令」を「規則」に、「未支払児童手当等請求書」を「未支払児童

手当請求書」に改め、同条第１号中「児童手当等」を「児童手当」に、「未支払児

童手当等支給決定通知書」を「未支払児童手当支給決定通知書」に改める。 

第１５条第１項中「請求者又は受給者」を「児童手当の請求者又は受給者」に、

「毎の」を「ごとの」に、「児童手当等」を「児童手当」に改め、同条第２項中「省

令」を「規則」に改め、「（以下この条において「申出書」という。）」を削り、

「毎に」を「ごとに」に、「児童手当等」を「児童手当」に、「額。」を「額」に

改め、「うち、」の次に「当該」を加え、同条第３項及び第４項中「児童手当等」

を「児童手当」に改める。 

第１６条第１項中「毎の」を「ごとの」に、「児童手当等」を「児童手当」に改

め、同条第２項中「省令」を「規則」に、「毎に」を「ごとに」に、「児童手当等」

を「児童手当」に改め、「金額を控除した額」の次に「とする」を加え、同条第４

項中「児童手当等」を「児童手当」に改める。 

第１７条の見出し中「児童手当等」を「児童手当」に改め、同条第１項中「児童

手当等」を「児童手当」に、「予め」を「あらかじめ」に改め、同条第２項中「予

め」を「あらかじめ」に改め、同条第３項中「毎に」を「ごとに」に、「児童手当

等」を「児童手当」に改め、「それらの額を控除した額」の次に「とする」を加え

る。 

第１８条第１項中「児童手当等」を「児童手当」に改め、同条第２項を削り、同

条第３項中「児童手当等」を「児童手当」に改め、同項を同条第２項とし、同条に

次の１項を加える。 

３ 市長は、前項ただし書の規定により口座振替の方法以外の方法により児童手当



の支払を行う場合には、様式第１２号による児童手当支払通知書により受給者に

通知するものとする。 

第１９条中「児童手当等」を「児童手当」に改める。 

第２０条中「児童手当等」を「児童手当」に改め、「児童手当等の」を削り、「差

し止め」を「差止め」に、「取消」を「取消し」に改める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の見附市児童手当事務取扱規則の規定

は、令和６年１０月１日から適用する。 

 


